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は じ め に
北海道酪農はこれまで本州酪農とは異なって牧草
やデントコーンなどのいわゆる自給飼料に基本的に
依存したえさの給与体制によって経営規模の拡大を
果たしてきたが，乳牛飼養頭数の増加はそのまま糞
尿量の増加をもたらし，糞尿の処理場所としての土
地のあり方が問題である。本来酪農経営は循環型農
業として位置づけられており，中間生産物である自
給飼料の生産とそれを乳牛がえさとして食べ，糞尿
として土地に再び還元するという循環システムが形
成されているべきである。しかし本論文で指摘する
ように北海道における酪農の急速な規模拡大は，乳
牛頭数の増加とそれに伴う土地規模の拡大がバラン
スの良い関係を保てなくなってきた結果，もともと
糞尿の土地投入が地域環境に及ぼす影響はあるとし
ても循環型農業としての糞尿の土地還元バランスを
著しく損なってきた歴史でもある。それは牛乳生産
と乳牛の繁殖が相互依存関係にあり，比較的拡大が
容易であるのに対して土地規模拡大は土地の有限性
と関連を持っていることにあるため比較的困難であ
るからである。
しかも，酪農経営の規模拡大過程は家族労働力
に基本的に依存してきたため，様々な省力技術の
導入によって単位当たりの労働生産性の向上が図
られてきているが，それでもなおかつ一人当たり
でみた年間労働時間の短縮には必ずしも結びつい
てこなかった。それは上述したように酪農におけ
る循環型農業の特質から来ている。つまり，一方
での自給飼料の生産と他方での乳牛飼養管理とい
う労働の分業があるからで，酪農の労働内容の特
質から搾乳作業を中心とするあまり，勢い飼料作
物の生産に関する労働の省力化＝粗放化が進行し
てきた。
本研究ではこの点に注目して酪農経営の規模拡
大過程と土地利用方式がどのような相互依存関係
をもって展開してきたのか明らかにするととも
に，自給飼料生産が土地利用上からみて糞尿の投
入や化学肥料投入，さらには土地更新などとどの
ように関連を持っているのかを明らかにしたい。
1．北海道酪農の基本動向と技術進歩
表１は北海道における乳牛飼養動向と機械化など
の省力技術についての概括を試みたものである。こ
れによると1960年ころまでは乳牛飼養形態も兼業
的なもので，せいぜい１戸当たり２頭程度であって，
草地も粗放的利用で草地を管理する意識がほとんど
なかったものと思われる。むしろ畑作作付けが中心
であったが，その当時連続的に起こった冷害が酪農
への転換の必要性をより切実なものとして農民に意
識させつつあった。次に畜舎内の機械化の状態に注
目するとこの当時の乳牛の搾乳作業は手搾り段階に
あった。根釧地域ですら1960年には１戸当たり４頭
（搾乳牛２～３頭）であったため手搾りで十分間に
合った。畜舎そのものも農耕馬との併用が中心で
あった。
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1960年代半ば（昭和40年）以降は乳牛飼養も本格
的な段階に入った。根釧地域では１戸当たり搾乳牛
10頭段階に入り，1961年から不足払い制度が開始さ
れると一層多頭化が進行する。牧草を中心とする飼
料生産量を増加させるために化学肥料，堆肥，尿散
布を行い，さらに牧草の刈り取り回数も２回刈りが
一般化してくる。つまりこのような草地管理の集約
化は乳牛飼養頭数の一層の増加を可能としたが，他
方ではそのことが労働投下量の急激な増加をもたら
した。トラクターの導入により，畜力段階を脱し草
地の管理を可能にした。トラクターは60年代の後半
以降に急速に普及する。1961年には全道で2,535台
であったが，1968年には10倍の22,156台に達し
た。このように急速に機械化が進行した背景の他の
要因としては農村労働力の流出とならんで制度金融
（マル寒資金や農業近代化資金）の影響も大きかっ
た。また一人当たりの乳牛頭数が10頭段階になって
くると，バケットミルカーが普及し始める。牛舎も
新築されるようになり，タワーサイロも普及し始め
た。
1970年代は全道平均で見ても乳牛飼養頭数は１
戸当たり12.5頭をこえ，根釧地域では20頭水準に
達していた。このころの牛舎にはバーンクリーナー，
が設置され始める。牛乳の細菌数減少のためにバル
ククーラーの導入が半ば義務づけられ始めたため，
当時農家の選別政策として議論を呼んだ。育成舎，
乾草舎の分離化も始まっている。牧草関連の機械化
はチョッパー，コンパクトベーラーが普及する。根
釧地域の１戸当たり耕地面積は25haに達していた
が，牧草の単収は3.5～4.0t程度で停滞したままで
あった。草地更新は重要な課題となってきたが，な
かなか更新が難しく，そのため土地拡大は緊急性を
帯びてきたが，土地拡大が土地分散化の中での対応
を余儀なくされた。そのことはできるだけ作業や運
搬・移動をスピーディにする必要性を一層増加させ
た。作業能率の向上と同時に処理時間減少のために
トラクターはより大型化を目指す。
1980年の乳牛飼養頭数は全道平均で１戸当たり
35.1頭に達する。この時期根室地域では56.9頭（２
歳以上35.8頭），釧路地域40.0頭（２歳以上25.4
頭）と，より一層地域格差が鮮明になる。1981年に
おけるトラクターの普及状況を見ると全道平均では
50～70馬力では全体の36.6％，70馬力以上で
13.9％の農家所有率であったが，根室地域では
50～70馬力で38.5％，70馬力以上で46.6％の農家
所有率となっていた。酪農専業地帯でのすさまじい
ばかりの大型機械化であった。作業機としてはロー
ルベーラーが普及し始めた。また大型のスチールサ
イロが設置される。このころから牛乳の生産調整が
はじまり，さらに1986年には牛乳の消費が伸びない
こともあって初めての減産型計画生産となった。
さて，1990年代の幕開けはバブル景気に沸いた。
酪農においては80年代に確保してきた90円台の乳
価はすでに低下を始め80円程度になっていたが，90
年には生産費の低下もあって所得率が大幅に増加し
ている。しかし92年以降のバブル崩壊とともに，酪
農経営状況は悪化し始めた。
1990年の乳牛飼養頭数は全道で１戸当たり56.5
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表1 乳牛飼養の多頭化と省力技術（北海道) （頭，戸)
項 目 1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
乳牛飼養頭数 54,594 182,810 489,200 751,640 847,400 866,900
乳牛飼養戸数 25,249 63,690 39,290 21,390 15,000 9,950
１戸当たり頭数 2.2 2.9 12.5 35.1 56.5 87.1
草地関連機械化 畜力中心 トラクター化
始まる
急速にトラクター化
チョッパー，
コンパクトベーラー ロールベーラー
カッティングロールベーラー
牛舎関連機械化 手搾り バケットミルカー
導入始まる
バルククーラー
パイプライン
ミルキングパーラー 搾乳ロボット
牛 舎・施 設 畜舎兼用 牛舎新築始まる
タワーサイロ
育成舎・乾草舎
分離化
バンカーサイロ
スチールサイロ
フリーストール
資料：農林省「ポケット農林水産統計」（1958），北海道「農業基本調査」，北海道開発局「北海道農業に関する資料」
注１)乳牛飼養頭数・戸数はそれぞれの年代当初の数値である。
注２)機械化・施設化については必ずしもそれぞれの年代に分離はできないが，おおよその年代に配置した。
例えば搾乳ロボットは1990年代後半に導入が始まったが，現在まで35台程度の普及にとどまっている。
注３)90年代の草地関連機械化については川上克己「北海道の酪農機械化の歩みと今後の技術的課題」（酪農学園大学エクステンションセンター
「90年代の酪農技術」を参考にした。
注４)酪農総合研究所「経営内機械部門経費低減に関する調査研究」（高井宗広担当）を一部参考にした。
頭（２歳以上34.2頭）であったが，根室地域では
79.1頭（２歳以上48.1頭）となっていた。根室地域
では1994年には総頭数で90.8頭を達成する。２歳
以上で55.7頭（経産牛49.4頭）となる。従来の家
族経営のもとでの搾乳形態に限界が見え，フリース
トール，ミルキングパーラーが普及し始めた。1995
年現在のミルキングパーラーの普及率は5.4％，フ
リーストールは6.3％となっている。1998年にはフ
リーストールの普及率は9.8％とさらに増加してい
る。また90年代の後半には萌芽的ではあるが搾乳ロ
ボットの導入が始まる。同時にこの年代には乳牛の
放牧形態も激減し始めた。乳牛飼養頭数の増加傾向
に比べ土地規模が拡大できなかったことも大きな原
因である。
また乳牛飼養規模拡大はメガファームと言われる
農家層も作り出し始めている。いわゆる1,000トン
クラスの農家層であるが，2000年３月現在222戸と
なっている。
90年代で特にふれておかなければならないこと
はこのような急激な省力技術普及と並んで，乳質改
善である。北海道における牛乳の成分取引は従来か
ら FAT（乳脂肪）量と量目で取り引きされてきた
が，加水問題もあって1981年からは FAT量と
SNF（無脂固形分）量で精算されるようになった。
さらに1989年からは取引価格としての FATと
SNFの価値比率を50：50として加工原料乳の基準
取引価格に配分している。この価値比率は現在では
FAT 40：SNF60に変更されているが，1994年か
らは FATと SNFに加えて乳質ランク制度がとら
れてきた。これは細菌数，体細胞数別の価格差を取
り入れたものである。
以上簡単に酪農の多頭化と技術の展開過程につい
てふれた。戦後の50年間はすさまじいばかりの土地
や施設に対する機械・施設投資の歴史そのものであ
る。
2．酪農経営の収支状況
このような酪農経営の規模拡大とそれに伴う省力
技術導入は一体その後の酪農経営にどのような影響
を与えることになっているのか，具体的数値で示し
たのが表２である。
第１に労働力との関係では，1970年には１戸当た
り農業従事者数は2.9人であったのが，1990年には
2.88人，さらに2000年には2.62人と減少傾向が明
らかである。自営労働時間は基本的には増加傾向に
あるので，一人当たりで見ると1970年には2,027時
間であったのが1990年2,560時間，2000年2,789
時間と負担労働時間は増加している。確かに搾乳牛
１頭当たりの労働時間で見る限りでは1970年515
時間，1980年297時間，2000年124時間と大幅な省
力化が進んでいることがわかる。省力化技術導入に
よってそれが可能となったことを表しているが，結
果的にそのような省力化ができても一人当たりの労
働負担を解決できていないことを示している。今
2000年度だけで調べてみると一人当たり家族労働
時間は30～50頭で2,627時間，50～80頭2,657時
間，80頭以上2,825時間と，負担労働時間は必ずし
も減少していない。80頭以上で雇用労働が1,133時
間で補っていてもカバーし切れていない。これを新
たな省力機械導入に向かうべきなのか，あるいは他
の道を探すべきなのか重要な課題である。
第２は固定資本投資額についてである。上述して
きたように規模拡大の過程で固定資本投下額は拡大
してきた。1970年には１戸当り5,657千円であった
ものが，1980年には5.2倍の29,281千円に増加し
ている。頭数規模はこの間２倍である。さらに2000
年には農業固定資本額は48,048千円にふくれあ
がっている。この金額には補助金部分は除外されて
いるため，実際には1,000～2,000万円はそれに加算
されるべきものかもしれない。土地資産4,018千円
を加えるとさらに増加しなければならない。80頭以
上になると１億円を超す固定資本額となっている。
このように全体として農業固定資本額は増加の一途
にあるが，搾乳牛１頭当たりで見ると，1980年には
1,249千円であったものが2000年には831千円に
低下しており，しかもそのうち建物・機械・自動車
の部分は461千円と意外に堅実な投資額に低下して
きている。農業固定資本回転率で見ても1970年には
0.58であったものが，1980年0.64，1990年0.8，
2000年0.89と，上昇傾向である。ただ2000年での
80頭以上階層では0.79と低下しているのが気にな
る。
さらに負債額についてふれると，規模拡大の過程
で増加傾向は当然のこととしても2000年には１戸
当り3,000万円を超えているが，粗収入に対する負
債額比率を見ると，1970年0.762，1980年1.242，
1990年0.842，2000年0.714と，負債圧は減少傾向
にある。乳価低下傾向を考えて見ると，投資を押さ
える傾向の結果と見られる。
第３は収益性の関連である。1970年に3,293千円
の粗収入額は今や42,789千円である。しかし経営費
の増加傾向が明らかで，そのため農業所得率は1970
年33.1％であったのが，1980年 26.7％，2000年
23.8％と低下傾向が著しい。特に1990年代に入って
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の収入額低下に比べて経営費が低下していないこと
が，所得率の低下に結びついていることが指摘でき
る。全体としての農業所得額は確かに1,000万円に
届く勢いがあるが，それは規模拡大によって確保さ
れているといえる。残念ながら80頭以上層では農業
所得率は19.8％となっているので，経費率がさらに
増加していることといえる。規模拡大の有利性は単
に全体の所得額が増加することだけで良いのか十分
再検討すべき課題である。
第４は生産技術についてである。１頭当たりの乳
量は1970年には5,148kgであった。それが10年ご
とに1,000kg以上の上昇を示している。2000年現
在8,382kgである。しかも FAT（乳脂肪率）を見
ると1970年には3.58％であったのが，2000年には
3.95％まで上昇している。生産費調査のデータが不
足しているので北海道乳牛検定協会のデータで補足
しておくと，北海道全体では1985年には3.67％で
あった。また，SNF（無脂固形分率）をみると，1985
年には8.6％であったが，1996年に8.72％まで上昇
している。2002年には8.68％となっている。紙面の
都合で省略するが，圧倒的に FATに傾斜した形で
乳質改善が進んできたことを指摘しておきたい。特
に根釧地域は FAT中心の展開を示し，十勝は比較
的 SNFに傾斜した展開を示してきた。それが実際
の乳価にそれほどの格差をもたらしてはいなかった
ともいえるが，十勝の方が乳質ランクレベルが高
表2 酪農（単一）における収益性と技術水準（北海道)
単位 1970年 1980年 1990年 2000年
経営概況 搾乳牛頭数 頭 11.5 23.44 33.9 57.8
耕地面積 a 1,053 2,499 3,672 4,611
農業従事者数（家族） 人 2.92 2.91 2.88 2.62
自営労働時間 時間 5,920 6,957 7,374 7,307
農業固定資本額 千円 5,657 29,281 38,196 48,048
建物 千円 2,530 10,663 10,853 16,168
機械・自動車 千円 870 7,350 7,757 10,451
動物 千円 2,253 11,269 19,586 21,429
土地資産額（年初） 千円 791 1,916 2,877 4,019
収 益 性 農業粗収入 千円 3,293 18,809 30,451 42,789
農業経営費 千円 2,202 13,781 21,862 32,617
減価償却額 千円 813 4,436 7,341 7,426
農業所得 千円 1,091 5,028 8,589 10,172
農業所得率 ％ 33.1 26.7 28.2 23.8
負債額 千円 2,510 23,359 24,797 30,557
付加価値率 ％ 33.9 27.5 29.1 28.1
農業固定資本1,000円
当たり農業純生産額
千円 197 177 232 250
技術水準 農業固定資本装備率 円 930 4,090 5,180 6,576
農業固定資本回転率 回 0.58 0.64 0.8 0.89
１頭当たり労働時間 時間 515 297 218 124
１頭当たり乳量 kg 5,148 6,083 7,339 7,585
FAT（％） ％ 3.58 3.64 3.76
SNF（％） ％
牧草単収 t 3.36 3.23 3.72 3.57
デントコーン単収 t 4.62 4.98 5.36 5.45
資料：北海道統計情報事務所「北海道農家経済統計」，「北海道農林水産統計年報」，「北海道農畜産物生産費」各年より計算。
注１)１頭当たり乳量は1970・1980年は3.2％換算，1990・1998年は3.5％換算
２)牧草とデントコーンは「北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編）を使用した。
３)1998年の土地資産額は年末を使用した
４)付加価値率＝準生産/粗収入×100
５)農業固定資本装備率＝農業固定資本額/自営農業労働時間
６)農業固定資本回転率＝粗収入/農業固定資本額
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かったことも事実である。
また牧草単収やデントコーン単収については乳牛
頭数の多頭化に合わせて牧草などの耕地面積が増加
できなかったという実態の中で，収量アップはほと
んど図られてきていない。放牧形態も減少して集約
的な草地管理がはかられているはずであるが，結果
的に2000年現在も牧草は3.57t，デントコーンも
5.45tとなっているのである。補助飼料である購入
飼料に助けられていると言うことか。あるいは単に
収量増加に目を向ける必要がないということかもし
れない。単収をあげようと言う考え方は昔風な考え
方であるし，土地管理がしっかりしてきていること
を期待したい。ただ近年は環境問題が注目されてき
た結果，糞尿の耕地への散布方法が十分に検討され
ないままで，糞の処理方法のみが注目されている部
分が目立つことは心配なことである。
3．酪農と土地利用
北海道における土地利用型家畜飼養についてみる
と（表３），1960年には馬の飼養頭数が234千頭，乳
牛181.6千頭，肉用牛4.7千頭と，馬の飼養頭数が
もっとも大きかった。農業機械化が進んでいなかっ
たこと，また酪農経営も小規模段階であった。しか
しその後の展開は酪農の急速な発達と，それに付随
した肉用向け乳牛および肉専用種頭数の増加，機械
化の展開による農用馬の飼養頭数減少が特徴づけら
れる。乳牛飼養頭数は60年に比べて2003年まで
4.8倍の増加，同様に肉牛は93.8倍（ただし急速の
増加を示したのは80年以降である），馬は0.08倍に
減少している。肉用牛は今や乳牛頭数の約50％を超
える勢いである。そこで牧草面積の動向をみると80
年まではほぼ乳牛頭数の増加傾向に一致した形で増
加傾向を示していた。しかし80年以降は増加傾向に
はあるものの緩やかな増加傾向である。90年以降は
ほぼ停滞傾向となっている。肉用牛頭数の急速な増
加傾向はあっても牧草作面積は増加していない。ま
た，青刈りトウモロコシ面積の動向をみると，せい
ぜい30千 ha～50千 ha程度で90年以降はむしろ
減少傾向にある。圧倒的に牧草作に依存した構造で
ある。相対的に乳牛頭数と比べ牧草面積が減少して
おり，家畜の土地依存度が減少していることが読み
とれる。
そこで，今生産費調査結果によって，乳牛飼養頭
数規模別の牧草面積の動向をみると（表４），搾乳牛
１頭当たり面積は平均で70年には139.6aであっ
たのが，80年には87a，2002年81aと，明らかに減
少傾向である。また規模別にみてもいずれの規模階
層も同様な減少傾向を示しており，しかも2002年の
80頭以上層では１頭当たり67aしかない状況であ
る。牧草面積は１戸当たりの数値なので，搾乳牛以
外の育成牛などが飼養されていることを考えると実
際の乳牛頭数の牧草依存面積がもっと少なくなるこ
とは容易に想像できる。90年以降の牧草の単収は伸
びていないので，牧草依存面積の減少傾向は明らか
である。
また表５によって自給飼料給与パターン別成績を
見ると，グラス中心の形態ではグラスサイレージを
中心とした給与形態であり，なおかつ放牧には全く
依存していない。放牧を取り入れた形態においても
放牧の TDN依存度は意外と少ない。せいぜい15％
程度である。乾草も以前よりはずっと低下してきて
いるものと思われる。何よりも驚かされるのはこれ
らの
どの形態においても TDN自給率は50％を切っ
ている形態が多く，グラスタイプでは34.6％と，か
なり低い。最も土地利用型酪農と思われていたグラ
スタイプにおいてさえ土地依存度が成牛１頭当たり
53aと，かなり低い。
表3 北海道の酪農展開と自給飼料生産
年 次 60 70 80 90 2000 2003
乳牛頭数 千頭 181.6 449 701.5 847.4 866.9 863.5
肉用牛頭数 千頭 4.7 25.1 129.9 289.8 413.5 440.9
馬頭数 千頭 234 98.8 30.9 14.4 20.2
牧草面積 千ha 69.3 332.8 540.4 569.1 576 573.4
青刈りトウモロコシ 千ha 32.5 29.2 53.5 42 36.9 36.5
計 101.8 362 593.9 611.1 612.9 609.9
牧草単収 kg 1,892 3,240 3,170 3,630 3,570 3,390
青刈りトウモロコシ kg 3,945 4,620 4,980 5,360 5,450 5,230
資料：「北海道農業基本調査」「北海道市町村別作物統計」「北海道農業に関する統計」
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表4 乳牛飼養頭数規模別牧草地面積 （a，頭数)
面 積 平 均 10－14 15－19 20－29 30－49 50－79 80－
1970 牧草地 977.8 1,033.3 1,724.2 2,612.1 4,378.3
放牧地 264.6 248.3 605.8 457.8 800
計 1,242.4 1,281.6 2,330 3,069.9 5,178.3
搾乳牛 8.9 11.7 17.1 23 34
１頭当面積 139.6 109.5 136.3 133.5 152.3
1980 牧草地 1,580 882 1,262 1,671 2,699
放牧地 533 241 364 651 907
計 2,113 1,123 1,626 2,322 3,606
搾乳牛 24.3 12 17.1 23.8 36.2
１頭当面積 87 93.6 95.1 97.6 99.6
2002 牧草地 3,921.7 990.7 1,518.8 2,965 4,627.4 6,118
放牧地 680.1 138.3 334.1 678.3 823.9 685.9
計 4,601.8 1,129 1,852.9 3,643.3 5,451.3 6,803.9
搾乳牛 56.8 15 26 40.7 62.2 101.2
１頭当面積 81 75.3 71.3 89.5 87.1 67.2
資料：「北海道農林水産統計年報」各年より
注１)１戸当たり及び１頭当たりを示している。
表5 自給飼料給与パターン別成績 （97年)
放牧（有)
コーン（有)
放牧（有)
コーン（無)
放牧（無)
コーン（有)
グラス
乾 草
グラス
経産牛頭数 46.5 50.1 48.5 80.2 51.7
成牛換算頭数 67.9 72.7 70.9 123.8 70.1
濃厚飼料給与 3,233 2,739 3,543 4,127 4,110
TDN自給率 46.7 51 42.9 34.6 42.5
TDN放牧（％） 8.3 15.4 0 0 0
TDN乾草（％） 14 11.6 15.3 0 22.1
TDNグラスサイレージ（％） 48.1 73.1 49.4 100 77.9
TDNコーンサイレージ（％） 29.6 0 35.3 0 0
成牛換算１頭当たり飼料面積 0.63 0.78 0.69 0.53 0.78
資料：北海道酪農畜産協会「北海道の畜産経営」（平成９年）
表6 家畜飼養頭羽数と糞尿発生量 （千 t)
畜 種 飼養頭羽数 糞 尿 計 割合（％)
乳用牛 863,500 10,276 3,109 13,385 68.7
肉用牛 44,900 2,954 1,146 4,100 21
豚 549,200 439 824 1,263 6.5
馬 28,622 240 52 292 1.5
採卵鶏 8,140,000 326 0 326 1.7
ブロイラー 2,263,000 113 0 113 0.6
計 14,348 5,131 19,479 100
資料：北海道農政部「北海道農業統計」（2003年）
北海道「平成10年度全道畜産環境保全調査」より推定
馬は2002年から推定
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4．酪農における糞尿処理
⑴ 酪農における糞尿の発生と農地還元
酪農に限らず畜種から排出される糞尿は生産農家
にとってやっかいな問題をはらんでいる。畜産公害
として問題化していることは，においの発生のみな
らず，河川の富栄養化が代表的な問題であるが，表
６によってみても北海道全体で畜種全体の糞発生量
は14,348千 t，尿は5,131千 tとなっている。ふん
と尿を合わせると1,948万 tとなるが，この量は耕
地面積 ha当たりで16.5t，仮に水田を除く畑面積の
みを対象とすれば実に20.6tにもなる。いかに巨大
な量であるかわかる。
しかもこのうち酪農は全体の68.7％を占めてい
るのである。畜産は循環型農業の代表的な分野であ
るはずである。酪農は畜産部門の中では土地還元の
可能性から言って，もっとも環境調和型であり，実
態としても農家が自らの農地に還元している部分は
酪農が最も多い。しかしながら表７で見られるよう
にスタンチョン利用形式でさえもふんは農地に
51％，尿・スラリーは46％と，実質的にあまり還元
されていない。
馬のふんは比較的乳用牛と同様な処理傾向を持っ
ているが，尿は27％とかなり低くなっている。これ
は軽種馬などが放牧中心となる特質から来ているも
のと思われる。豚・採卵鶏は農地還元は少ないが，
野菜農家などへの譲渡・交換が多い。
家畜のふんは「ゴミ」ではなく「資源」であるべ
きで，その意味でも農地への還元率が50％と低いこ
とは問題で，農地への還元がされないで放置されれ
ば，環境への負荷が一層高まることは自明のことで
ある。
⑵ Ｏ町におけるふん尿散布状況
Ｏ町は道東の酪農専業地帯であるが，乳牛頭数と
自給飼料作面積の関係を見ると（図１）１頭当たり
50a以下の層と以上の層ほぼ半々存在する（矢印の
直線はほぼ１頭あたり50aを示すものである）が，
特に150頭以上層になってくると自給飼料作面積の
増加傾向が緩やかなのが特徴的である。しかも１頭
あたり60aを超える農家層は数えるほどしか存在
しない。明らかに土地拡大の制限現象が見られる。
乳牛頭数と比べ自給飼料作面積が少ないとする
と，ふん尿の散布面積が制限されることにつながり，
ふん尿が散布されないことも考えられるが，逆に土
地に対する管理はしやすいはずなので，従来散布で
きなかったところにも散布できるのではないかとの
考え方も出てくる。図２を見ると自給飼料面積とふ
ん尿散布面積との関係は散布比率が50％以上の農
家が中心的であることはわかるが，80頭以下層では
100％農地に還元している農家も一定程度いる。しか
し自給飼料作面積が80ha以上になると農地還元率
100％農家は存在しない。50％還元率の周辺の農家が
多いようである。
表7 家畜排泄物利用の現状 （％)
畜 種 (ふん処理) 農地還元 販 売 交換・譲渡 利用率
乳用牛 スタンチョン 51 1 5 57
フリーストール
肉用牛 45 4 7 56
豚 28 11 17 56
採卵鶏 15 14 20 49
馬 53 0 2 55
計 48 2 6 57
(尿処理)
乳用牛 スタンチョン 46 0 1 46
フリーストール 35 0 0 35
肉用牛 19 0 1 20
豚 20 1 8 30
採卵鶏
馬 27 0 1 28
計 38 0 1 39
資料：北海道「平成10年度全道畜産環境保全調査」より
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さてこれらのふん尿の土地還元状況をもう少し詳
しく見たのが表８である。乳牛飼養頭数規模別に見
た場合，採草地面積は一定程度増加傾向を示すが，
圧倒的に乳牛頭数の拡大傾向の方が著しい。放牧地
面積は増加せずに80頭～100階層を境に減少傾向
である。100頭以下層では昼夜放牧や時間放牧の農
図1 Ｏ町における乳牛頭数と飼料面積
図2 Ｏ町における糞尿散布面積
表8 乳牛頭数階層別糞尿散布状況（Ｏ町を事例に)
理 由 放牧実施乳牛総頭数
規模階層別
戸数
(戸)
家族労働
力数(人)
経営面積
(ha)
採草地 放牧地 飼料畑 散布ほ場
面積
散布困難
面積 遠隔地 急斜面 湖沼近く 全 日 時間放牧
30頭以下 5 2 24.02 16.8 6.8 0 20.4 1.4 1 1 4
30～50 9 2.1 26.1 15.7 6.9 3.1 16 7.3 3 4 0 6 2
50～80 23 2.1 34.6 25.7 7.7 0.3 24.4 4.6 7 8 1 9 11
80～100 29 2.5 51.8 36.6 11.0 0.2 28.1 10.5 9 17 1 2 19
100～120 15 2.7 52.7 41.7 9.8 3.1 31.9 13.1 5 10 1 4 5
120～140 14 3.75 64.7 54.5 8.8 0 33.5 13.8 5 10 1 3 5
140頭以上 17 3.12 66.4 59.1 6.1 0 47 14.1 10 14 1 2 5
北海道農政部「家畜ふん尿処理状況調査」Ｏ町悉皆調査票から再整理した
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家が多い。全体に占める放牧面積の少なさから見て
も運動程度の農家もあると思われる。
またふん尿の散布傾向を見ても経営面積に対する
散布面積比率では大規模層の散布比率が高くなる訳
でもない。しかも散布困難面積が増加するかと言え
ば，わずかな増加傾向にはあるが，比率的にはむし
ろ散布困難面積は低下傾向にすらある。なぜ散布が
困難かと言えば，最も多いのは急傾斜地であり，つ
いで遠隔地となっており，湖沼近くとか，民家の近
くという一般に都市近郊で見られるような状況では
ない。北海道の農村地帯の特徴をよく表したものと
なっている。この表では示されていないが畑の隅に
運搬するケースもかなり見られ，しかもそのまま放
置してしまう場合も多い。統計ではなかなか実態が
つかめない部分でもある。堆肥盤のデータも示され
ているが，容量的に不足と答えている農家が意外と
多い。圃場散布は困難ではないが，ふん尿の貯蔵そ
のもののあり方も問われている。また圃場散布のた
めの土作りについても堆肥の切り返しは年に１～２
回が多く，大規模層になると年３回というケースも
かなりの戸数に見られる。図２の場合と矛盾してい
るが，堆肥の農地還元は100％しているというアン
ケート結果になっている。大規模層でもかなりの農
家が還元率100％である。140頭以上層では14戸の
農家が急斜面では散布困難と答えている。堆肥農地
還元100％と答えている農家数は９戸あった。設問
の仕方にも問題があるのかもしれない。
⑶ Ｙ町における糞尿投入事例
次に事例農家によって農地に対する堆肥や尿の散
布状況を表９によって見ると，デントコーン畑には
堆肥・尿はほぼ満遍なく散布されているのに対して
草地は尿の散布が中心である。年２回が多い。これ
は尿溜の限界からくるものと思われる。草地に対す
る堆肥散布のない状況は施設から距離が遠くなると
徐々に化学肥料に依存する傾向になってきており，
（つづき）
尿だめ 堆肥切り替えし 乳牛頭数 堆肥盤 堆肥農地 尿農地乳牛総頭数
規模階層別
堆肥盤面積
(m?) 年１回 年２回 不足 十分 還元100％ 80～100％ 還元100％ 80～100％
30頭以下 312 100 3 1 22.8 2 2 3 1 2 0
30～50 332 60 2 40.4 5 2 5 1 2
50～80 380 116.5 8 4 61.3 8 12 19 2 19 2
80～100 385 183.5 7 9 86.8 17 8 11 2 17
100～120 405 254 3 8 109.6 9 4 10 0 9 0
120～140 540 228 5 2 148.1 9 5 10 2 8 0
140頭以上 739 182 5 5 201.9 11 4 9 1 11 1
表9 Ｙ町事例農家 (網走管内) （10aあたり)
農地no. 面 積 所有区分 作物名 採草回数 収 量 施設との距離 化学肥料 草地の経過年数 堆肥投入 尿投入 尿投入
1 1.6 借地 デントコーン 40kg 10月５t ５月２t
2 5 自己有 デントコーン 35kg 10月５t ５月２t
3 0.5 自己有 運動場 なし なし
4 1.3 借地 草地 ２回 ロール2.5個 70kg ６年 なし ４月４t ９月３t
5 2.4 自己有 デントコーン 40kg 10月５t ５月２t
6 4.8 借地 草地 ２回 ロール３個 40kg ３年 ９月１t ４月２t ９月３t
7 1.8 借地 デントコーン １km 70kg ５年 10月５t なし
8 2 借地 草地 ２回 2.5 1.2 80kg ５年 なし ４月２t ９月３t
9 1 自己有 草地 ２回 3 1.5 80kg ４年 なし ７月３t
10 3 自己有 草地 ２回 3 1.5 80kg 10年以上 なし ７月３t
11 8 借地 草地 ２回 2 4 90kg ４年 なし なし
注１)自給飼料面積は30.9ha
２)経産牛頭数は55頭，堆肥盤300坪，尿だめ300t
・４～10月までは生ふんになりそうである
３)つなぎ形式であり，パドックは維持が大変である。
４)敷きわらは麦稈やおがくず（石灰を足す）
５)平成13年調査
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施設から４km先では10aあたり化学肥料は90kg
にもなっている。また，この地域ではデントコーン
を作付けすることが可能な地域であることもデント
コーンを中心に堆肥を投入することにつながってい
るものと思われる。
お わ り に
以上北海道の酪農におけるふん尿問題について主
に自給飼料面積とふん尿の関係，特にふん尿の農地
還元について考察した。酪農専業地帯においてさえ
ふん尿の還元が十分になされているとはいえず，し
かもその理由としては外部環境条件の変化によるも
のではなく，むしろ経営のおかれている自然環境に
よる影響が大きいようである。しかしこのことは，
農家がどのように考えているかという気持ちを表し
たにすぎない。客観的に見て苦情が直接来たとか，
裁判沙汰になっているとかどうかは不明である。ふ
ん尿の農地還元については農地の経過年数とかそれ
に関わって更新年限の問題とか飛び地であるかと
か，遠隔地であるとか，泥炭地であるか，さらには
地力の問題とかが農家にとっては直接の関係するこ
とと思われる。各地を調査してみて，ふん尿の散布
面積が単年度で全面積に及ぶことはほぼないのでは
ないかと思われる。計画的にふん尿の散布を繰り返
すことは不可能ではないが，土地面積が先にあるの
ではなくてふん尿の量が先にあるのが現状である。
ふんはある程度畑におけるものであるが尿は絶体絶
命というのがおおかたの実態である。
しかも従来から慣行として行われてきた野積みは
もはや法的に禁止されている。計画的にふんや尿を
畑に還元するには余裕が必要である。今の酪農家に
それを求めても結果は厳しいものと思われる。地域
によってはデントコーンなどの作物と草地面積を組
みあわせの中で糞尿の散布が行われているが必ずし
も計画的とはいえない。個人の計画性には限界もあ
るし，なにぶん牛乳の生産量を拡大することに力点
が置かれてきたことも事実である。農家同士で共同
の施設を建設するのが現実的である。
また計画的と称して完熟しない堆肥尿を無理にふ
ん尿を畑に還元すると，硝酸塩中毒のような結果も
招きかねない。堆肥が自然の力でゆっくりと完熟す
るのに合わせたふん尿の農地還元をめざすべきであ
る。
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